賃　金　規　定
                         第１章　総　　　　　則
（目　　的）
第1条 この規定は就業規則第２８条の定めるところにより従業員に対して支払う賃金について定める。
（賃　　金）
第2条 賃金とは従業員に支払われる基本給、諸手当、割増賃金および賞与をいう。
                         第２章　計算及び支払い
（支払方法）
第3条 賃金は通貨又は銀行振込で従業員にその全額を支払う。但し、次に掲げるものは支払うときに控除する。
1､ 健康保険料
2､ 厚生年金保険料
3､ 雇用保険料
4､ 源泉所得税
5､ 特別徴収住民税
6､ 財産形成貯蓄積立金
7､ その他法令で定められたもの
　　
（計算期間及び支払日）
第4条 賃金の計算は前月２１日より当月２０日までとし当月２５日に支払う。ただし、支払日が会社の休日に当たるときはその前日に支払う。
（計算方法）
第5条 従業員が所定の労働時間の全部又は一部を休業した場合には特別の定めある場合のほか、その時間に対する賃金は支給しない。
（非常時払）
第6条 次の各号の一つに該当するときは、第４条の規定にかかわらず、従業員の請求により賃金支払日の前であっても既往の労働に対する賃金を支払う。
1､ 従業員又は生計を一にする者が結婚、出産、疾病又は災害を蒙り特に費用を必要とするとき
2､ 従業員又は生計を一にする者がやむを得ない事由により１週間以上にわたって帰郷するとき
3､ その他前各号に準ずる事由で会社がやむ得ないと認めたとき
（計算の特例）
第7条 従業員が賃金計算期間中途で入社又は退社した場合には、原則として入社の日から又は退社の日までの賃金を支払う。この場合においては通勤手当以外の手当は支給しないものとする。
第8条 前条の場合における賃金は出勤日数に一日当たりの基本給を乗じて計算した金額とする。
                         第３章　基　　本　　給
（決定基準）
第9条 従業員の基本給は本人の年齢、学歴、勤続年数、能力、経験及び勤務内容等を勘案し合理的かつ客観的基準により決定する。
                         第４章　諸　　手　　当
（家族手当）
第10条 第１０条　扶養家族を有する従業員には家族手当を次のとおり支給する。
1､ 配　偶　者　　　　　　　月額   5,000円
2､ その他の者一人につき　　月額　 2,500円
（住宅手当）
第11条 借家またはアパートに居住する世帯主である従業員に対して住宅手当月額10,000円を支給する。
（技能手当）
第12条 一定の技能水準に達した従業員に月額10,000円の技能手当を支給する。
（精皆勤手当）
第13条 第１箇月間無遅刻無欠勤の従業員に月額9,000円の皆勤手当を支給する。
2  欠勤２日以内の従業員に次の金額の精勤手当を支給する。
1､ 欠勤１日の者      月額6,000円
2､ 欠勤２日の者      月額3,000円
（通勤手当）
第14条 通勤手当は、通勤に要する定期券購入費相当額を支給する。
（有給休暇の賃金）
第15条 就業規則第１０条による年次休暇の期間については通常の賃金を支給する。
（特別休暇手当）
第16条 就業規則第１１条第１号の特別休暇の期間については通常の賃金を支給する。
（休業手当）
第17条 会社の責に帰すべき事由により休業する期間に就いては休業一日につき平均賃金の６割を休業手当として支給する。
                         第５章　割　増　賃　金
（時間外労働手当）
第18条 従業員が所定労働時間外に労働した場合には次の通り支給する。
　　　一日当り基本給÷７．２５×１．２５×時間外労働時間数
（休日労働手当）
第19条 従業員が休日に労働した場合には次のとおり支給する。
　　　　　一日当り基本給÷７．２５×１．２５×休日労働時間数
2  従業員が法定の休日に労働した場合には次のとおり支給する。
　　　　　一日当り基本給÷７．２５×１．３５×休日労働時間数
（深夜労働手当）
第20条 従業員が深夜（午後１０時より午前５時まで）に労働した場合には次のとおり支給する。
　　　　一日当り基本給÷７．２５×０．２５×深夜労働時間数
（時間外又は休日労働手当と深夜労働手当の併給）
第21条 従業員の時間外又は休日労働が深夜に及んだときは次のとおり支給する。
　　　一日当り基本給÷７．２５×１．５０×時間外又は休日の深夜労働時間数
2  従業員の法定休日労働が深夜に及んだときは次のとおり支給する。
　　　　　一日当り基本給÷７．２５×１．６０×法定休日の深夜労働時間数
                         第６章　昇　　　　　給
第22条 従業員の基本給の昇給は本人の能力、勤続年数及び勤務成績等を考慮して次のとおり行う。ただし、会社の経理状態により昇給時期を遅らせ又は昇給を行わないことがある。
1､ 定期昇給は年１回７月に行う。
2､ 臨時昇給はその都度行なう。
                         第７章　賞　　　　　与
第23条 賞与は原則として年２回７月及び１２月に従業員の勤務成績を考慮して支給する。ただし、会社の経理状態により支給しないことがある。
                      　 第８章　慶　弔　見　舞　金
第24条 従業員の慶弔、被災の際は祝金又は見舞金を贈ることがある。
　（付　　則）　　
１．この規定は平成　　年　　月　　日より実施する。
